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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有効量のテトラフルオロプロペン及びブロモフルオロプロペンを含み、テトラフルオロ
プロペンが、９５～１００重量％の１，１，１，２－テトラフルオロプロペンと、０～５
重量％の１，１，１，３－テトラフルオロプロペンとの混合物であり、ブロモフルオロプ
ロペンが、３，３，１，１，１－ペンタフルオロ－２－ブロモプロペンであり、これら二
成分の全重量に基づいて、テトラフルオロプロペンが６０～９９重量％であり、ブロモフ
ルオロプロペンが１～４０重量％である、共沸混合物様組成物。
【請求項２】
　テトラフルオロプロペンが、１，１，１，２－テトラフルオロプロペンである、請求項
１記載の共沸混合物様組成物。
【請求項３】
　ＡＳＨＲＡＥ－３４（２００４）の非可燃性スタンダードを満たし、１０又はそれ未満
のＧＷＰを有する、請求項１記載の共沸混合物様組成物。
【請求項４】
　１種又はそれより多い追加の成分を含み、該１種又はそれより多い追加の成分が、安定
剤、金属不動態化剤、腐食防止剤、及び潤滑剤からなる群から選択される、請求項１記載
の共沸混合物様組成物。
【請求項５】
　請求項１記載の共沸混合物様組成物を含む作動流体であって、冷媒、発泡剤、噴霧可能
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な組成物、滅菌剤、推進剤、火炎抑制剤、及び溶媒からなる群から選択される、前記作動
流体。
【請求項６】
　請求項１記載の共沸混合物様組成物を含む冷媒。
【請求項７】
　冷媒を、冷却すべき物品の近傍で蒸発させるか、又は加熱すべき物品の近傍で凝縮させ
ることを含み、該冷媒が請求項６記載の冷媒である、物品を冷却又は加熱するための方法
。
【請求項８】
　共沸混合物様組成物を含む火炎抑制剤を流体に添加するか、又は火炎を共沸混合物様組
成物を含む火炎抑制剤と接触させることを含み、該共沸混合物様組成物が請求項１記載の
共沸混合物様組成物である、流体の可燃性を低減する、又は火炎を抑制する方法。
【請求項９】
　発泡剤が請求項１記載の共沸混合物様組成物を含む、ポリオールと発泡剤とのプレミッ
クス。
【請求項１０】
　交換すべき冷媒と潤滑剤とを含有する冷却系を再充填するための方法であって、次の工
程：
（ａ）前記系における潤滑剤の実質的な部分を維持しながら、交換すべき冷媒を冷却系か
ら除去する工程；及び
（ｂ）請求項６記載の冷媒を該冷却系に導入する工程；
を含む、前記方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　［０００１］　本発明は、どちらも地球温暖化係数（ＧＷＰ）が低く、非可燃性である
、フルオロプロペン及びブロモフルオロプロペンの組成物、特にこれらの共沸混合物様組
成物と、かかる組成物の使用を提供する。
【背景技術】
【０００２】
　［０００２］　人間が気候変動に対して与える影響に関する懸念が１９９７年の日本、
京都での国連会議で促された。結果として生まれた京都議定書は、大気中の温室効果ガス
を、“気候システムに対する危険で人為的な干渉を防止し得るレベル”に安定化させよう
とするものである。
【０００３】
　［０００３］　ペルフルオロカーボン（ＰＦＣ）、ハイドロフルオロカーボン化合物（
ＨＦＣ）、クロロフルオロカーボン（ＣＦＣ）、ハイドロクロロフルオロカーボン化合物
（ＨＣＦＣ）などは、多様な産業上、商業上、消費者、公用の応用及び用途において広く
使用されている。最近では、地球の大気と気候に対する潜在的な被害について懸念が増し
ており、一定のペルフルオロカーボン（ＰＦＣ）、ハイドロフルオロカーボン化合物（Ｈ
ＦＣ）、クロロフルオロカーボン（ＣＦＣ）、ハイドロクロロフルオロカーボン化合物（
ＨＣＦＣ）などは、これらの化合物に付随する温室効果ガスの作用や比較的高い地球温暖
化係数（ＧＷＰ）のために、この点に関し少なくとも一部が、特に問題があると確認され
ている。これらの化合物は地球温暖化係数が比較的高いことに鑑み、ＧＷＰの高いこれら
の化合物をこれらの用途、応用、及び前述の応用や用途に使用すべき組成物において置き
換えるための、ＧＷＰがより低い代替化合物に関する活発な調査が行われている。
【０００４】
　［０００４］　２００５年２月１６日付けの京都議定書の施行により、ＧＷＰ組成物の
使用を排除するか、又は大きく低減する必要性に拍車をかけている。したがって、地球温
暖化を減らすように特に空調用途及び冷凍用途において使用するため、また、オゾン層破
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壊の潜在性を低くするための、新規なフルオロカーボン組成物及びハイドロフルオロカー
ボン組成物に関して継続的に調査がなされている。特に、本質的に不燃性であり、本質的
に非毒性であり、大気に対して有害な影響を及ぼさないような新規な組成物に対する必要
性が存在する。ハイドロフルオロオレフィン（ＨＦＯ）プロペンは、そのような組成物の
ための候補として提唱されている。しかし、これらのＨＦＯプロペンはＡＳＨＲＥ（アメ
リカ暖房冷凍空調学会）基準によれば可燃性である。
【０００５】
　［０００５］　また、Ｒ－１３４ａ（１，１，１，２－テトラフルオロエタン）及び他
の同様なＨＦＣの商業的な導入以来、コンプレッサーはそれらのすぐれた化学的安定性を
利用するように設計されてきた。したがって、冷媒として使用するために設計される新規
な低ＧＷＰ組成物は、好ましくは、同様な安定性を有し、並びに不燃性であるべきであり
、圧力を現在使用している冷媒と同様とするために、妥当な範囲内に沸点を有するべきで
ある。こうした適する低ＧＷＰ作動組成物を開発するという問題の解決策として数多くの
組成物や混合物が提案されてきたが、沸点、化学的安定性、低ＧＷＰ、及び不燃性の許容
可能な組み合わせを有する組成物又は組成物の混合物は未だ開発されていない。例えば、
二酸化炭素は、適当であり、低いＧＷＰを有する冷媒の例であるが、その圧力は現在使用
されている冷媒より有意に高い。この欠陥により、冷凍産業においてその使用を進めるよ
うと試みる際に、深刻な問題が生ずる。したがって、沸点、化学的安定性、低ＧＷＰ、及
び不燃性の許容可能な組み合わせを有する組成物又は組成物の混合物を開発するための更
に有意な必要性が存在する。単一成分の流体、又は、沸騰及び蒸発時に分画しない共沸の
混合物の使用が望ましい。しかし、新規で、環境的に安全で、非分画性の混合物を特定す
ることは、共沸混合物の形成は容易には予測可能でないことから、複雑である。
【０００６】
　［０００６］　産業界は、代替物を提供し、環境的により安全なＣＦＣ及びＨＣＦＣの
代用品と考えられる、新規なフルオロカーボンに基づく混合物を継続して求めている。特
に関心が寄せられているのは、どちらもオゾン破壊係数が低く、地球温暖化係数が低い、
フルオロオレフィンと他のフッ素化された化合物の両方を含有する混合物である。そのよ
うな化合物が本発明の主題である。
【発明の概要】
【０００７】
　［０００７］　本発明者は、テトラフルオロプロペンとブロモフルオロプロペンの共沸
混合物様の混合物が本質的に不燃性であり、低いＧＷＰを有し、そのうえ、適する沸点と
、許容可能で良好な化学的安定性をもつことを発見した。本発明にしたがって、本発明者
は、テトラフルオロプロペンとブロモフルオロプロペンの共沸混合物様の混合物が、許容
可能な範囲内に沸点をもち、許容可能な化学的安定性を有する組成物を提供することを発
見した。そのような組成物の中で好ましいのは、１，１，１，２－テトラフルオロプロペ
ン（ＨＦＯ－１２３４ｙｆ）又は１，１，１，３－テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１
２３４ｚｅ）などのテトラフルオロプロペン、又はそのようなテトラフルオロプロペンの
混合物と、３，３，１，１，１－ペンタフルオロ－２－ブロモプロペン（ＢＦＯ－１２１
５Ｂ１）などのブロモフルオロプロペンとの組成物である。本発明者は、テトラフルオロ
プロペン及びブロモフルオロプロペンの共沸混合物様の組成物を形成することができるこ
とを発見した。したがって、本発明は、そのような共沸混合物様組成物を生成するのに有
効量のテトラフルオロプロペン及びブロモフルオロプロペンを組み合わせることにより、
かかる共沸混合物様の組成物を形成する方法も提供する。かかる組成物は、ＡＳＨＲＡＥ
基準３４（２００４）により不燃性である。本発明の共沸混合物様組成物は、これらに限
定されないが、冷凍、空調、ヒートポンプ、推進剤、起泡剤又は発泡剤、溶媒及び洗浄剤
、及びエアロゾルにおける使用を含む多様な目的に有用である。共沸混合物様組成物は、
本質的には、冷凍組成物や空調組成物として有用である。
【０００８】
　［０００８］　本発明の共沸混合物様組成物は、任意の適するテトラフルオロプロペン
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と適するブロモフルオロプロペンを含むことができる。適するテトラフルオロプロペンと
しては、これらに限定されないが、１，１，１，２－テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－
１２３４ｙｆ）、又は１，１，１，３－テトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４ｚｅ
）、又はかかるテトラフルオロプロペンの混合物が挙げられる。適するブロモフルオロプ
ロペンとしては、これらに限定されないが、１－ブロモ－１，１－ジフルオロ－２－プロ
ペン（ＣＨ２＝ＣＨＣＦ２Ｂｒ）；２－ブロモ－１，１，１－トリフルオロ－２－プロペ
ン（ＣＨ２＝ＣＢｒＣＦ３）；１－ブロモ－３，３，３－トリフルオロ－１－プロペン（
ＢｒＣＨ＝ＣＨＣＦ３）；３－ブロモ－１，１，３，３－テトラフルオロ－１－プロペン
（ＣＦ２＝ＣＨＣＦ２Ｂｒ）；２，３－ジブロモ－３，３－ジフルオロ－１－プロペン（
ＣＨ２＝ＣＢｒＣＢｒＦ２）；１，２－ジブロモ－３，３，３－トリフルオロ－１－プロ
ペン（ＢｒＣＨ＝ＣＢｒＣＦ３）；２－ブロモ－１，１，１－トリフルオロ－２－プロペ
ン（ＣＦ３ＣＨＢｒ＝ＣＨ２）；及び３，３，１，１，１－ペンタフルオロ－２－ブロモ
プロペン（ＣＦ３ＣＢｒ＝ＣＦ２）が挙げられ、３，３，１，１，１－ペンタフルオロ－
２－ブロモプロペン（ＢＦＯ－１２１５Ｂ１）である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　［０００９］　本発明は、許容可能な沸点を有する、低ＧＷＰで、本質的に不燃性で、
化学的に安定な組成物を提供する。この組成物は、共沸混合物様で、定沸性の組成物であ
る。テトラフルオロプロペン、例えば、ＨＦＯ－１２３４ｚｅは可燃性であるが、そのよ
うなテトラフルオロプロペンを含有する本発明の組成物は不燃性である。
【００１０】
　［００１０］　本明細書中で使用するように、「共沸混合物様」という用語は、その広
い意味において、厳密に共沸混合物である組成物と、共沸混合物のようにふるまう組成物
の両方を含むように意図している。基本的原理から、流体の熱力学的状態は、圧力、温度
、液体組成、及び気体組成により定義される。共沸混合物は、規定された圧力及び温度に
おいて液体組成と気体組成が等しい、二種又はそれより多い成分の系である。実際には、
これは、共沸混合物の各成分が定沸であり、相変化の間に分離できないことを意味する。
【００１１】
　［００１１］　本発明の共沸混合物様組成物は、新規な共沸混合物様の系を形成しない
追加の成分、又は第一の蒸留カット中にはない追加の成分を含んでもよい。第一の蒸留カ
ットは、蒸留塔が全還流条件下で定常状態運転を示した後に採取される第一カットである
。本発明の外部であるために、ある成分の添加により新規な共沸混合物様の系を形成する
かを決定するひとつのやり方は、非共沸の混合物をその別々の成分へと分離することが予
期される条件下で、その成分を伴う組成物の試料を蒸留することである。追加の成分を含
有する混合物が非共沸混合物様である場合、追加の成分は共沸混合物様の成分から分画さ
れることになる。混合物が共沸混合物様である場合、一部の限られた量の第一蒸留カット
が得られ、これは、混合物成分のすべてを含有しており、定沸であり、単一物質のように
ふるまう。
【００１２】
　［００１２］　このことから、共沸混合物様組成物の別の特徴は、共沸混合物様又は定
沸であり、同じ成分を種々の割合で含有する一定の範囲の組成が存在するということにな
る。そのような組成はすべて、“共沸混合物様”及び“定沸”という用語により包含され
ると意図している。例として、異なる圧力において、組成の沸点が変動するように、所与
の共沸混合物の組成が少なくともわずかに変動することはよく知られている。したがって
、Ａ及びＢの共沸混合物は独特のタイプの関係を示すが、温度及び／又は圧力に依存して
組成は変動し得る。共沸混合物様組成物については、共沸混合物様であり、同じ成分を種
々の割合で含有する一定の範囲の組成が存在するということになる。そのような組成はす
べて、本明細書中で使用するように、共沸混合物様という用語により包含されると意図し
ている。
【００１３】
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　［００１３］　共沸混合物の形成を予測するのが不可能であることは、当技術分野にお
いてはよく認識されている。（どちらも参照により本明細書中に援用する、米国特許第５
，６４８，０１７号（カラム３、６４～６５行）及び米国特許第５，１８２，０４０号（
カラム３、６２～６３行）を参照のこと。）出願人は、予想外に、テトラフルオロプロペ
ン及びブロモフルオロプロペン、特に、ＨＦＯ－１２３４ｙｆ又はＨＦＯ－１２３４ｚｅ
とＢＦＯ－１２１５Ｂ１とが、共沸混合物様組成物を形成することを発見した。
【００１４】
　［００１４］　一定の好ましい態様にしたがえば、本発明の共沸混合物様組成物は、有
効量のテトラフルオロプロペン（ＨＦＯ－１２３４）及びブロモフルオロプロペン（ＢＦ
Ｏ）を含み、好ましくは本質的にこれらからなる。本明細書中で使用する“有効量”とい
う用語は、他の成分と組み合わせたときに本発明の共沸混合物様組成物の形成をもたらす
各成分の量をいう。好ましくは、本発明の組成物は、得られる組成物が、低ＧＷＰを有し
、化学的に安定であり、そして定沸又は共沸混合物様であるように、任意の適する量のテ
トラフルオロプロペン及びブロモフルオロプロペンを含む。ブロモフルオロプロペンの量
は、組成物を本質的に不燃性にし、低ＧＷＰ、許容可能な沸点、及び許容可能な化学的安
定性を有するような量であることが更に好ましい。そのような量は、一般的には、重量基
準で、約１００％未満～約３０％、好ましくは約９９％～約４０％、より好ましくは約９
９％～約５０％、更により好ましくは約９９％～約６０％のテトラフルオロプロペンと、
重量基準で、約０％より多く約７０％まで、好ましくは約１％～約５０％、更により好ま
しくは約１％～約４０％のブロモフルオロプロペンとを含み、好ましくは本質的にこれら
からなる。重量パーセントは、これらのふたつの成分の合計重量に基づく。好ましいテト
ラフルオロプロペンは、１，１，１，２－テトラフルオロプロペン、１，１，１，３－テ
トラフルオロプロペン、及びこれらの混合物であり、ブロモフルオロプロペンは、好まし
くは、３，３，１，１，１－ペンタフルオロ－２－ブロモプロペンである。テトラフルオ
ロプロペンの混合物を使用する場合、ＨＦＯ－１２３４ｚｅ（トランス－及びシス－１，
１，１，３－テトラフルオロプロペン、より特定的にはトランス－１，１，１，３－テト
ラフルオロプロペン）は、主要なテトラフルオロプロペンであるＨＦＯ－１２３４ｙｆ（
１，１，１，２－テトラフルオロプロペン）に対して副次的な成分である。ＨＦＯ－１２
３４ｚｅの量は、組成物の共沸混合物の性質が影響されないような量である。一般的には
、テトラフルオロプロペンの混合物中ＨＦＯ－１２３４ｚｅの最大量は、約５重量％であ
り、より好ましくは約３重量％、更により好ましくは約１重量％以下であり、ＨＦＯ－１
２３４ｙｆはテトラフルオロプロペン混合物の残りの重量％である。
【００１５】
　［００１５］　約１４．４２ｐｓｉａの圧力にて組成物の沸点は、組成物中のテトラフ
ルオロプロペン成分の量とタイプにより変動する。ＨＦＯ－１２３４ｙｆを含有する組成
について、組成物の沸点範囲は、約－２９．２℃～約－２０℃であると予測することがで
きる。ＨＦＯ－１２３４ｚｅを含有する組成について、組成物の沸点範囲は、約－１８．
６℃～約－１０℃であると予測することができる。本明細書中に説明した組成物は、好ま
しくは、約１４．４２ｐｓｉａの圧力において約－１０℃～約－２９．２℃の沸点を有す
る。本発明の組成物は、低ＧＷＰ、一般的には約２０未満のＧＷＰを有する。
【００１６】
　［００１６］　本発明の共沸混合物様組成物は、有効量のテトラフルオロプロペン及び
ブロモフルオロプロペンを組み合わせることにより生成することができる。二種又はそれ
より多い成分を組み合わせて組成物を形成するための、当技術分野において既知の多種多
様な方法のうち任意のものを本方法において使用するために適合させて、共沸混合物様組
成物を生成する。例えば、テトラフルオロプロペン及びブロモフルオロプロペン、例えば
、ＨＦＯ－１２３４ｙｆ及びＢＦＯ－１２１５Ｂ１などを、バッチ又は連続反応及び／又
はプロセスの一部として、あるいは、ふたつ又はそれより多いそのような工程の組み合わ
せを介して、混合、ブレンド、又は、手及び／又は機械で別のやり方で接触させる。本明
細書中の開示に照らして、当業者であれば、過度な実験をすることなく本発明にしたがっ
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【００１７】
　［００１７］　本発明の組成物は、安定化剤、金属不動態化剤、腐食抑制剤、などをは
じめとする、種々の任意の添加剤のうち任意のものを更に含んでもよい。
　［００１８］　一定の態様にしたがえば、本発明の組成物は、安定化剤を更に含む。本
発明の組成物を安定化させるのに適する種々の化合物のうち任意のものを使用することが
できる。一定の好ましい安定化剤の例としては、少なくとも一種のフェノール組成物と、
芳香族エポキシド、アルキルエポキシド、アルケニルエポキシド、及びこれらの二種又は
それより多い組み合わせからなる群から選択される少なくとも一種のエポキシドとを含む
、安定化剤組成物が挙げられる。
【００１８】
　［００１９］　種々のフェノール化合物のうち任意のものが、本発明の組成物において
使用するのに適している。本明細書中で使用する“フェノール化合物”という用語は、一
般に、任意の置換又は非置換のフェノールをいう。適するフェノール化合物の例としては
、２，６－ジ－tert－ブチル－４－メチルフェノール；２，６－ジ－tert－ブチル－４－
エチルフェノール；２，４－ジメチル－６－tert－ブチルフェノール；トコフェロールな
どをはじめとするアルキル化モノフェノール、ｔ－ブチルヒドロキノン；ヒドロキノンの
他の誘導体などをはじめとするヒドロキノン及びアルキル化ヒドロキノン、４，４’－チ
オビス（２－メチル－６－tert－ブチルフェノール）；４，４’－チオビス（３－メチル
－６－tert－ブチルフェノール）；２，２’－チオビス（４－メチル－６－tert－ブチル
フェノール）などをはじめとする水酸化チオジフェニルエーテル、４，４’－メチレンビ
ス（２，６－ジ－tert－ブチルフェノール）；４，４’－ビス（２，６－ジ－tert－ブチ
ルフェノール）；２，２－又は４，４－ビフェニルジオールの誘導体；２，２’－メチレ
ンビス（４－エチル－６－tert－ブチルフェノール）；２，２’－メチレンビス（４－メ
チル－６－tert－ブチルフェノール）；４，４－ブチリデンビス（３－メチル－６－tert
－ブチルフェノール）；４，４－イソプロピリデンビス（２，６－ジ－tert－ブチルフェ
ノール）；２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ノニルフェノール）；２，２’－
イソブチリデンビス（４，６－ジメチルフェノール）；２，２’－メチレンビス（４－メ
チル－６－シクロヘキシルフェノール）をはじめとするアルキリデン－ビスフェノール、
２，２’－メチレンビス（４－エチル－６－tert－ブチルフェノール）をはじめとする２
，２－又は４，４－ビフェニルジオール、ブチル化ヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）、２，
６－ジ－tert－α－ジメチルアミノ－ｐ－クレゾール；４，４－チオビス（６－ブチル－
ｍ－クレゾール）などをはじめとするヘテロ原子を含むビスフェノール、アシルアミノフ
ェノール、２，６－ジ－tert－ブチル－４（Ｎ，Ｎ’－ジメチルアミノメチルフェノール
）、ビス（３－メチル－４－ヒドロキシ－５－tert－ブチルベンジル）スルフィド；ビス
（３，５－ジ－tert－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）スルフィドなどをはじめとする
スルフィド、ならびに、フェノリックＵＶ吸収・光安定化剤などの、一種又はそれより多
い置換又は非置換の環式、直鎖、又は分枝の脂肪族置換基、含むフェノールが挙げられる
。一定の好ましいフェノールとしては、トコフェロールなどのアルキル化モノフェノール
、ＢＨＴ、ヒドロキノンなどが挙げられる。一定の特に好ましいフェノールとしては、ト
コフェロールなどが挙げられる。殆どのフェノールは商業的に入手可能である。単一フェ
ノール化合物及び／又は二種若しくはそれより多いフェノールの混合物を本発明の組成物
中に使用することができる。種々のエポキシドのうち任意のものが本発明の組成物におい
て使用するのに適している。単一の芳香族エポキシド及び／又は二種若しくはそれより多
い芳香族エポキシドの混合物を本発明の組成物中において使用することができる。
【００１９】
　［００２０］　適する芳香族エポキシドの例としては、以下の式（Ｉ）により定義され
るものが挙げられる。
【００２０】



(7) JP 5476130 B2 2014.4.23

10

20

30

40

50

【化１】

【００２１】
式中、Ｒは、水素、ヒドロキシル、アルキル、フルオロアルキル、アリール、フルオロア
リール、又は
【００２２】

【化２】

【００２３】
であり、Ａｒは、置換又は非置換のフェニレン部位又はナフチレン部位である。一定の好
ましい式Ｉの芳香族エポキシドとしては、Ａｒが、フェニレンであるもの、又は、Ａｒが
、アルキル、アルケニル、アルキニル、アリール、アルキルアリール、ハロゲン、ハロゲ
ン化アルキル、ハロゲン化アルケニル、ハロゲン化アルキニル、ハロゲン化アリール、ハ
ロゲン化アリールアルキル、ヒドロキシル、ヘテロ原子部位などをはじめとする、ひとつ
若しくはそれより多い置換基で置換されたフェニレンであるものが挙げられる。適する式
Ｉの化合物の例は、Ａｒが、ブチルフェニルグリシジルエーテル；ペンチルフェニルグリ
シジルエーテル；ヘキシルフェニルギリシジルエーテル；ヘプチルフェニルグリシジルエ
ーテル；オクチルフェニルグリシジルエーテル；ノニルフェニルグリシジルエーテル；デ
シルフェニルグリシジルエーテル；グリシジルメチルフェニルエーテル；１，４－ジグリ
シジルフェニルジエーテル；４－メトキシフェニルグリシジルエーテル；これらの誘導体
などをはじめとする、非置換又は置換のフェニレンである。
【００２４】
　［００２１］　一定の他の好ましい式Ｉの芳香族エポキシドとしては、Ａｒが、ナフチ
レンであるもの、又は、Ａｒが、アルキル、アルケニル、アルキニル、アリール、アルキ
ルアリール、ハロゲン、ハロゲン化アルキル、ハロゲン化アルケニル、ハロゲン化アルキ
ニル、ハロゲン化アリール、ハロゲン化アリールアルキル、ヒドロキシル、ヘテロ原子部
位などをはじめとする、ひとつ若しくはそれより多い置換基で置換されたナフチレンであ
るものが挙げられる。適する式Ｉの化合物の例としては、Ａｒが、ナフチルグリシジルエ
ーテル；１，４－ジグリシジルナフチルジエーテル；これらの誘導体などをはじめとする
、非置換又は置換のナフチレンであるものが挙げられる。
【００２５】
　［００２２］　他の適する芳香族エポキシドの例としては、２，２’［［［５－ヘプタ
デカフルオロオクチル］１，３－フェニレン］ビス［［２，２，２－トリフルオロメチル
］エチリデン］オキシメチレン］ビスオキシランなどといった、ビスオキシランが挙げら
れる。
【００２６】
　［００２３］　一定の好ましい態様において、本発明において使用するための芳香族エ
ポキシドは、Ａｒが、フェニレン、置換フェニレン、ナフチレン、又は置換ナフチレンで
ある、式Ｉのエポキシドを含む。より好ましくは、芳香族エポキシドは、Ａｒが、フェニ
レン、又は置換フェニレンである、式Ｉのエポキシドを含む。一定のより好ましい芳香族
エポキシドの例としては、ブチルフェニルグリシジルエーテルなどが挙げられる。
【００２７】
　［００２４］　種々のアルキルエポキシド及び／又はアルケニルエポキシドのうち任意



(8) JP 5476130 B2 2014.4.23

10

20

30

40

50

のものが、本発明の組成物において使用するのに適している。適するアルキルエポキシド
及びアルケニルエポキシドの例としては、式ＩＩのものが挙げられる。
【００２８】
【化３】

【００２９】
式中、Ｒａｌｋは、置換又は非置換のアルキル又はアルケニル基である。一定の好ましい
式ＩＩのエポキシドは、Ｒａｌｋが、約１個～約１０個の炭素原子、より好ましくは約１
個～約６個の炭素原子を有するアルキル基であり、アルキル基が、置換されていないか又
は、アルキル、アルケニル、アルキニル、アリール、アルキルアリール、ハロゲン、ハロ
ゲン化アルキル、ハロゲン化アルケニル、ハロゲン化アルキニル、ハロゲン化アリール、
ハロゲン化アリールアルキル、ヒドロキシル、ヘテロ原子部位などをはじめとする、ひと
つ若しくはそれより多い置換基で更に置換された、アルキルエポキシド化合物を含む。そ
のような好ましい式ＩＩのアルキルエポキシドの例としては、ｎ－ブチルグリシジルエー
テル、イソブチルグリシジルエーテル、ヘキサンジオールジグリシジルエーテルなど、並
びに、フッ素化された及び過フッ素化されたアルキルエポキシドなどが挙げられる。一定
のより好ましいアルキルエポキシドは、ヘキサンジオールジギリシジルエーテルなどを含
む。
【００３０】
　［００２５］　一定の他の好ましい式ＩＩのエポキシドは、Ｒａｌｋが、約１個～約１
０個の炭素原子、より好ましくは約１個～約６個の炭素原子を有するアルケニル基であり
、アルケニルが、置換されていないか又は、アルキル、アルケニル、アルキニル、アリー
ル、アルキルアリール、ハロゲン、ハロゲン化アルキル、ハロゲン化アルケニル、ハロゲ
ン化アルキニル、ハロゲン化アリール、ハロゲン化アリールアルキル、ヒドロキシル、ヘ
テロ原子部位などをはじめとする、ひとつ若しくはそれより多い置換基で更に置換された
、アルケニルエポキシド化合物を含む。そのような好ましい式ＩＩのアルケニルエポキシ
ドの例としては、アリルグリシジルエーテル、フッ素化及び過フッ素化されたアルケニル
エポキシドなどが挙げられる。より好ましいアルケニルエポキシドとしては、アリルグリ
シジルエーテルなどが挙げられる。単一のアルキルエポキシド又はアルケニルエポキシド
、及び／又は、これらの二種又はそれより多い組み合わせを本発明の組成物において使用
することができる。
【００３１】
　［００２６］　一定の他の好ましい態様において、本発明の組成物において酸捕集剤（
acid scavenger）として使用するためのアルキルエポキシドは、ポリプロピレングリコー
ルジグリシジルエーテルを含む。本発明において使用するのに適するポリプロピレングリ
コールジグリシジルエーテルの例としては、ヨーロッパのＳＡＣＨＥＭから商業的に入手
可能なエーテルが挙げられる。
【００３２】
　［００２７］　更に、一定の態様において、本発明において使用するためのエポキシド
は、芳香族、アルキル、及び／又は、アルケニル置換基の二種又はそれより多い組み合わ
せを含む。そのようなエポキシドは、一般に“多置換エポキシド”と呼ばれる。
【００３３】
　［００２８］　一定の好ましい態様にしたがえば、本発明において使用するための安定
化剤は、少なくとも一種のフェノール化合物と、少なくとも一種の芳香族、アルキル、又
はアルケニルエポキシドとの組み合わせを含む。適する組み合わせの例としては、トコフ
ェロール及びアリルグリシジルエーテル、ＢＨＴ及びグリシジルブチルエーテル、を含む
安定化剤などが挙げられる。一定の特に好ましい組み合わせとしては、トコフェロール及
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びアリルグリシジルエーテルを含む安定化剤などが挙げられる。
【００３４】
　［００２９］　任意の適する相対量の少なくとも一種のフェノール化合物と、少なくと
も一種の芳香族、アルキル、又はアルケニルエポキシドとを、好ましい安定化剤において
使用することができる。例えば、フェノール化合物対芳香族又はフッ素化アルキルエポキ
シドの重量比は、約１：９９～約９９：１であることができる。一定の好ましい態様にお
いて、フェノール化合物対芳香族、アルキル、アルケニル、多置換、又はフッ素化アルキ
ルエポキシドの重量比は、約３０～約１、より好ましくは約７～約１、より好ましくは約
２～約１、更により好ましくは約１：１である。
【００３５】
　［００３０］　任意の適する有効量の安定化剤を本発明の組成物において使用すること
ができる。本明細書中で使用するように、“有効な安定化量”という用語は、組成物に添
加した場合に、その組成物が同じ又は同様の条件下で元の組成物に対してよりゆっくり、
及び／又はより少ない程度に分解する、安定化された組成物をもたらす、本発明の安定化
剤の量をいう。一定の好ましい態様において、安定化剤の“有効な安定化量”は、組成物
に添加した場合に、その組成物が、標準試験であるＳＡＥ Ｊ１６６２（１９９３年６月
発行）及び／又はＡＳＨＲＡＥ ９７－１９８３Ｒの少なくとも一方、又は両方の条件下
で、元の組成物に対してよりゆっくり、及び／又はより少ない程度に分解する、安定化さ
れた組成物をもたらす、本発明の安定化剤の量を含む。一定のより好ましい態様において
、安定化剤の“有効な安定化量”は、組成物に添加した場合に、その組成物が、標準試験
であるＳＡＥ Ｊ１６６２（１９９３年６月発行）及び／又はＡＳＨＲＡＥ ９７－１９８
３Ｒの少なくとも一方の条件下で、ジクロロジフルオロメタン（Ｒ－１２）を含む匹敵す
る組成物の鉱油中での安定性より良好でない場合は少なくとも同程度によい安定性を有す
る、組成物をもたらす量を含む。本発明において使用するための一定の好ましい安定化剤
の有効量は、本発明の組成物の全重量に基づいて、約０．００１～約１０重量％、より好
ましくは約０．０１～約５重量％、更により好ましくは約０．３～約４重量％、更により
好ましくは約０．３～約１重量％を含む。
【００３６】
　［００３１］　一定の好ましい態様において、本発明の組成物は、更に潤滑剤を含む。
種々の慣用的な潤滑剤のうち任意のものを本発明の組成物において使用することができる
。潤滑剤について重要な要件は、冷凍系において使用する場合、コンプレッサーが潤滑さ
れるように、系のコンプレッサーに潤滑剤が充分に戻らなければならないということであ
る。したがって、任意の所与の系について潤滑剤の適性は、部分的には冷媒／潤滑剤の特
徴により決められ、また部分的には使用することが意図される系の特徴により決められる
。適する潤滑剤の例としては、鉱油、アルキルベンゼン、ポリオールエステルが挙げられ
、ポリアルキレングリコール、ＰＡＧ油などが含まれる。鉱油は、パラフィン油又はナフ
テン油を含むもので、商業的に入手可能である。商業的に入手可能な鉱油としては、Witc
oからのWitcol LP 250（登録商標）、Shrieve ChemicalからのZerol 300（登録商標）、W
itcoからのSunisco 3GS、及びCalumetからのCalumet RO15が挙げられる。商業的に入手可
能なアルキルベンゼン潤滑剤としては、Zerol 150（登録商標）が挙げられる。商業的に
入手可能なエステルとしては、Emery 2917（登録商標）及びHatcol 2370（登録商標）と
して入手可能なネオペンチルグリコールジペラルゴネートが挙げられる。他の有用なエス
テルとしては、リン酸エステル、二塩基酸エステル、及びフルオロエステルが挙げられる
。好ましい潤滑剤としては、ポリアルキレングリコール及びエステルが挙げられる。一定
のより好ましい潤滑剤としては、ポリアルキレングリコールが挙げられる。
【００３７】
　［００３２］　本発明の組成物は、多種多様な応用において有用性を有する。例えば、
本発明のひとつの態様は、本発明の共沸混合物様組成物を含む冷媒に関する。
　［００３３］　本発明の冷媒は、空調、冷凍、ヒートポンプ、ＨＶＡＣ系などをはじめ
とする、多種多様な冷凍系のうち任意のものにおいて使用することができる。一定の好ま
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しい態様において、本発明の冷媒は、例えば、ＨＦＣ－１３４ａなどのＨＦＣ冷媒ととも
に使用するために当初設計された冷凍系において使用する。本発明の好ましい冷媒は、慣
用的なＨＦＣ冷媒と同程度に低いか、又はこれより低いＧＷＰ、及びそのような冷媒と同
程度に高いか、又はこれより高い容量をはじめとする、ＨＦＣ－１３４ａ及び他のＨＦＣ
冷媒の所望な特徴のうち多くを示す傾向がある。本発明の冷媒組成物は、物品を冷却する
ために使用することができ、それは、冷却すべき物品の近傍で本発明の冷媒を蒸発させる
ことを含む。同様に、本発明の冷媒組成物は、物品を加熱するために使用することができ
、それは、加熱すべき物品の近傍で本発明の冷媒を凝縮させることを含む。
【００３８】
　［００３４］　一定の他の態様において、本発明の冷媒は、当初ＣＦＣ冷媒とともに使
用するために設計された冷凍系において使用する。本発明の好ましい冷媒は、鉱油、シリ
コーン油、ポリアルキレングリコール油などの、ＣＦＣ冷媒ともに慣用的に使用される潤
滑剤を含有する冷凍系において使用することができ、又は、ＨＦＣ冷媒とともに伝統的に
使用される他の潤滑剤とともに使用することができる。本明細書中で使用するように、“
冷凍系”という用語は、一般に、冷媒を使用して冷却を提供する、任意の系又は装置、あ
るいは、そのような系又は装置の任意の部分又は部をいう。そのような冷凍系としては、
例えば、空調、電気冷蔵庫、冷蔵室、輸送冷凍系、商業的な冷凍系などが挙げられる。
【００３９】
　［００３５］　一定の態様において、本発明の組成物は、ＨＦＣ、ＨＣＦＣ、及び／又
はＣＦＣ冷媒と、それとともに慣用的に使用される潤滑剤とを含有する冷凍系をレトロフ
ィットするために使用することができる。好ましくは、本発明の方法は、置き換えるべき
冷媒及び潤滑剤を含有する冷凍系を再充填することを伴い、（ａ）置き換えるべき冷媒を
冷凍系から除去し、同時に前記系における潤滑剤の実質的な部分を保持し、そして（ｂ）
本発明の冷媒を系に導入する工程を含む。本明細書中に使用するように、“実質的な部分
”という用語は、一般に、塩素を含有する冷媒を除去する前に、冷凍系に含有される潤滑
剤の量の少なくとも５０％（重量基準）である潤滑剤の量をいう。好ましくは、本発明に
したがった、系における潤滑剤の実質的な部分は、冷凍系において当初含有されていた潤
滑剤の少なくとも約６０％未満の量、より好ましくは少なくとも約７０％の量である。本
明細書中で使用するように、“冷凍系”という用語は、冷媒を使用して冷却を提供する、
任意の系又は装置、又はそのような系又は装置の任意の部分又は部をいう。そのような冷
凍系としては、例えば、空調、電気冷蔵庫、冷蔵室、輸送冷凍系、商業的な冷凍系など、
が挙げられる。
【００４０】
　［００３６］　広い範囲の既知の方法のうち任意のものを使用して、系に含有される主
要な部分未満の潤滑剤を除去すると同時に、冷媒系から置き換えるべき冷媒を除去するこ
とができる。例えば、潤滑剤が炭化水素をベースとする潤滑剤である態様において、冷媒
は、伝統的な炭化水素をベースとする潤滑剤と比較してかなり揮発性であることから（冷
媒の沸点は一般に１０℃未満である一方、鉱油の沸点は一般に２００℃より高い）、液体
状態の潤滑剤を含有する冷凍系から気体状態にある塩素を含有する冷媒をポンプで送るこ
とにより、容易に除去工程を行うことができる。そのような除去は、オハイオ州のRobina
irにより製造される回収系などの冷媒回収系の使用をはじめとする、当技術分野において
既知の数多くのやり方のうち任意のもので行うことができる。別の態様では、気体の冷媒
を空にした容器に引き込み除去するように、冷却し空にした冷媒容器を冷凍系の低圧側に
くっつけることができる。更に、コンプレッサーを冷凍系にくっつけて、系から空にした
容器へと冷媒を送ってもよい。上述の開示に照らせば、当業者であれば、塩素を含有する
潤滑剤を冷凍系から容易に除去し、炭化水素をベースとする潤滑剤と、本発明にしたがっ
た実質的に塩素を含有しない冷媒とをその中に有する冷凍系を提供することができる。
【００４１】
　［００３７］　本発明の冷媒組成物を冷凍系に導入するためには、広い範囲の方法のう
ち任意のものを本発明において使用することができる。例えば、ひとつの方法は、冷媒容
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器を冷凍系の低圧側にくっつけて、冷凍系のコンプレッサーを始動して冷媒を系に引き込
むことを含む。そのような態様において、冷媒容器は、系に入る冷媒組成物の量をモニタ
ーすることができるようなスケールで置くことができる。所望の量の冷媒組成物を系に導
入したら、充填を停止する。別のやり方では、当業者に知られた広い範囲の充填ツールが
商業的に入手可能である。したがって、上述の開示に照らせば、当業者は、過度な実験を
することなく本発明にしたがって容易に本発明の冷媒を冷凍系に導入することができる。
【００４２】
　［００３８］　一定の他の態様にしたがえば、本発明は、本発明の冷媒を含む冷凍系、
及び、本発明の組成物を凝縮及び／又は蒸発させることにより加熱又は冷却をもたらす方
法を提供する。一定の好ましい態様において、本発明にしたがった物品を冷却するための
方法は、本発明の共沸混合物様組成物を含む冷媒を凝縮し、その後、冷却すべき物品の近
傍でこの冷媒組成物を蒸発させることを含む。
【００４３】
　［００３９］　別の態様において、本発明の共沸混合物様組成物は、噴霧可能な組成物
において、単独又は既知の推進剤と組み合わせて、推進剤として使用することができる。
推進剤組成物は、本発明の共沸混合物様組成物を含み、より好ましくは本質的に本発明の
共沸混合物様組成物からなり、更により好ましくは本発明の共沸混合物様組成物からなる
。不活性試薬、溶媒、及び他の材料と一緒に噴霧されるべき活性試薬も噴霧可能な混合物
中に存在してもよい。好ましくは、噴霧可能な組成物はエアロゾルである。適する噴霧す
べき材料としては、限定されないが、脱臭剤、香料、ヘアスプレー、クレンザー、及び磨
き剤などの化粧用材料、並びに抗ぜん息や抗口臭の薬剤などの医薬材料が挙げられる。
【００４４】
　［００４０］　本発明の更に別の態様は、一種又はそれより多い本発明の共沸混合物様
組成物を含む発泡剤に関する。他の態様において、本発明は、起泡可能な組成物、好まし
くはポリウレタンフォーム及びポリイソシアヌレートフォーム組成物と、フォームを製造
する方法を提供する。そのようなフォームの態様において、一種又はそれより多い本発明
の共沸混合物様組成物を、起泡可能な組成物において発泡剤として含め、その組成物には
、好ましくは、当技術分野においてよく知られているように、フォーム又はセル状の構造
を形成するのに適切な条件下で反応し発泡することができる一種又はそれより多い追加の
成分が含まれる。参照により本明細書中に援用される“Polyurethanes Chemistry and Te
chnology,”Volumes I and II, Saunders and Frisch, 1962, John Wiley and Sons, New
 York, NYに記載されたものをはじめとする、当技術分野においてよく知られている方法
のうち任意のものを使用し、又は本発明のフォーム態様にしたがって使用するために適合
させることができる。
【００４５】
　［００４１］　更に、一定の態様にしたがって、本発明の発泡剤は、ポリスチレンフォ
ーム及び低密度ポリエチレンフォームをはじめとするポリエチレンフォームなどの熱可塑
性フォームを発泡させるために使用される。そのような熱可塑性フォームを発泡させるた
めの広い範囲の慣用的な方法のうち任意のものを本発明において使用するために適合させ
ることができる。
【００４６】
　［００４２］　一定の他の好ましい態様にしたがえば、本発明は、流体の可燃性を低減
するための方法であって、本発明の組成物を前記流体に添加することを含む方法を提供す
る。広い範囲の可燃性流体のいずれかに付随する可燃性を本発明にしたがって低減するこ
とができる。例えば、エチレンオキシドや、ＨＦＣ－１５２ａ、１，１，１，－トリフル
オロエタン（ＨＦＣ－１４３ａ）、ジフルオロメタン（ＨＦＣ－３２）、プロパン、ヘキ
サン、オクタンなどを含む可燃性のハイドロフルオロカーボン及びハイドロカーボンなど
の流体に付随する可燃性を、本発明にしたがって低減することができる。本発明の目的の
ために、可燃性流体は、ＡＳＴＭ Ｅ－６８１などの任意の標準的な慣用試験法により測
定して、引火範囲を示す任意の流体であることができる。
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【００４７】
　［００４３］　任意の適する量の本発明の組成物を添加して、本発明にしたがって流体
の可燃性を低減することができる。当業者であれば認識するであろうが、添加する量は、
少なくとも部分的には、主題の流体が可燃性である程度やその可燃性を低減することが望
まれる程度に依存する。一定の好ましい態様において、可燃性流体に添加する組成物の量
は、得られる流体を不燃性にするために有効な量である。
【００４８】
　［００４４］　本発明は、火炎を抑制する方法であって、火炎を本発明の組成物を含む
流体と接触させることを含む方法を更に提供する。火炎を本発明の組成物と接触させるた
めの任意の適する方法を使用することができる。例えば、本発明の組成物は、火炎上に噴
霧、注入などすることができ、又は、火炎の少なくとも一部を組成物中に浸漬することが
できる。本明細書中の教示に照らして、当業者であれば、種々の慣用的な火炎抑制の装置
及び方法を本発明において使用するために容易に適合させることができるだろう。
【００４９】
　［００４５］　更に、特に医療の分野において使用するための、多くの物品、装置、及
び材料は、患者や病院スタッフの健康と安全などの健康及び安全の理由から、使用の前に
滅菌しなければならない。本発明は、滅菌すべき物品、装置、又は材料を本発明の化合物
又は組成物と接触させることを含む、滅菌方法を提供する。そのような方法は、高温滅菌
法、又は低温滅菌法のいずれかであることができる。一定の態様において、高温滅菌法は
、好ましくは実質的にシールされたチャンバーにおいて、滅菌すべき物品、装置、又は材
料を、本発明の化合物又は組成物を含む熱流体に約２５０～約２７０°Ｆの温度で曝露す
ることを含む。この方法は、通常約２時間未満で完了することができる。しかし、プラス
チック製品や電気部品などの一部の物品は、そのような高温に耐えることができず、低温
滅菌を必要とする。
【００５０】
　［００４６］　本発明の低温滅菌は、約１００～約２００°Ｆの温度で本発明の化合物
又は組成物を使用することを伴う。本発明の化合物は、例えば、エチレンオキシド（ＥＯ
）、ホルムアルデヒド、過酸化水素、二酸化塩素、及びオゾンをはじめとする、他の一般
的な化学滅菌剤と組み合わせて、本発明の滅菌剤組成物を形成してもよい。
【００５１】
　［００４７］　本発明の低温殺菌は、実質的にシールされた、好ましくは気密性のチャ
ンバーで実施される、好ましくは少なくとも二段階のプロセスである。第一の工程（滅菌
工程）において、洗浄し、気体透過性バッグに包んだ物品をチャンバーに入れる。次いで
、真空を引くことにより、おそらくは空気を流れにより置換することにより、空気をチャ
ンバーから排気する。一定の態様においては、流れをチャンバー中に注入して、好ましく
は約３０％～約７０％の範囲の相対湿度を達成することが好ましい。そのような湿度は、
所望の相対湿度を達成した後にチャンバーに導入される滅菌剤の滅菌有効性を最大限にす
ることができる。滅菌剤が包みに透過し物品の間隙に到達するのに充分な時間の経過後に
、滅菌剤と流れをチャンバーから排気する。
【００５２】
　［００４８］　このプロセスの好ましい第二の工程（通気工程）において、物品に通気
して滅菌剤の残渣を除去する。そのような残渣を除去することは、本発明の実質的に非毒
性の化合物を使用する場合においては任意であるが、毒性の滅菌剤の場合には特に重要で
ある。典型的な通気プロセスとしては、空気洗浄、連続通気、及びこれらふたつの組み合
わせが挙げられる。空気洗浄はバッチプロセスであり、通常は比較的短い期間、例えば１
２分間、チャンバーを排気し、次いで、大気圧又はそれより高い圧力で空気をチャンバー
に導入することを含む。このサイクルを、滅菌剤の所望の除去が達成されるまで、任意の
回数繰り返す。連続通気は、典型的には、空気をチャンバーの一方の側の入口から導入し
、次いで、チャンバーの他の側の出口から出口にわずかな減圧を適用することにより抜き
出すことを伴う。しばしば、このふたつのアプローチを組み合わせる。例えば、一般的な
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アプローチは、空気洗浄に次いで通気のサイクルを行うことを伴う。
【００５３】
　［００４９］　本発明の組成物の他の使用としては、溶媒、洗浄剤などとしての使用が
挙げられる。当業者であれば、過度な実験をすることなく本発明の組成物をそのような用
途において使用するために適合させることができる。
【００５４】
　［００５０］　本発明の共沸混合物様組成物の他の使用としては、溶媒、洗浄剤などと
しての使用が挙げられる。当業者であれば、過度な実験をすることなく本発明の組成物を
そのような用途において使用するために適合させることができる。
【００５５】
　［００５１］　本発明を、これらに限定されないが、いかなるようにも限定することな
く、説明に役立つと意図された以下の実施例により説明する。
【実施例】
【００５６】
　［００５２］　実施例１
　頂部に凝縮器を備えた真空ジャケット付き管からなる沸点測定装置で、更に石英温度計
を備えたものを使用する。約１８ｇのＨＦＯ－１２３４ｙｆを沸点測定装置に充填し、次
いで、ＢＦＯ－１２１５Ｂ１を少量の測定した量ずつ添加する。ＢＦＯ－１２１５Ｂ１を
ＨＦＯ－１２３４ｙｆに添加すると温度降下が観察され、これは二元系の最小沸点共沸混
合物が形成されたことを示す。ＢＦＯ－１２１５Ｂ１が約０より多く約５６重量％までで
、組成物の沸点は約１．２℃又はそれ未満の温度だけ変化した。表１に示す二元系混合物
を検討し、組成物の沸点は約２℃未満変化した。組成物はこの範囲にわたって共沸混合物
及び／又は共沸混合物様の特性を示す。
【００５７】
【表１】

【００５８】
　［００５３］　実施例２
　ＡＳＴＭ－Ｅ６８１の装置を使用して、ＨＦＯ－１２３４ｙｆとＢＦＯ－１２１５Ｂ１
の混合物の可燃性を測定した。ＡＳＨＲＡＥ－３４に記載された手順を使用して、６０℃
及び１００℃にて混合物の可燃性を判断した。これにより、６０℃では、混合物の臨界可
燃性比（critical flammability ratio, ＣＦＲ）はＢＦＯ－１２１５Ｂ１が８ｍｏｌ％
、ＨＦＯ－１２３４ｙｆが９２ｍｏｌ％であることが分かった。同様に、１００℃では、
混合物の臨界可燃性比（ＣＦＲ）はＢＦＯ－１２１５Ｂ１が１０ｍｏｌ％、ＨＦＯ－１２
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３４ｙｆが９０ｍｏｌ％であることが分かった。
【００５９】
　［００５４］　好ましい態様とその具体的な実施例を参照することにより本発明を詳細
に説明してきたが、本開示及び特許請求の範囲から逸脱することなく修飾及び変更が可能
であることは明らかであろう。
　［本発明の態様］
　１．有効量のテトラフルオロプロペン及びブロモフルオロプロペンを含む、共沸混合物
様組成物。
　２．これら二成分の全重量に基づいて、テトラフルオロプロペンが約３０％～１００％
未満であり、ブロモフルオロプロペンが約７０％～０％より多い量である、１記載の共沸
混合物様組成物。
　３．これら二成分の全重量に基づいて、テトラフルオロプロペンが約４０％～約９９％
であり、ブロモフルオロプロペンが約６０％～約１％である、１記載の共沸混合物様組成
物。
　４．テトラフルオロプロペンが、１，１，１，２－テトラフルオロプロペン、１，１，
１，３－テトラフルオロプロペン、及びこれらの混合物からなる群から選択される、１記
載の共沸混合物様組成物。
　５．テトラフルオロプロペンが、１，１，１，２－テトラフルオロプロペン、１，１，
１，３－テトラフルオロプロペン、及びこれらの混合物からなる群から選択される、３記
載の共沸混合物様組成物。
　６．ブロモフルオロプロペンが、３，３，１，１，１－ペンタフルオロ－２－ブロモプ
ロペンである、４記載の共沸混合物様組成物。
　７．ブロモフルオロプロペンが、３，３，１，１，１－ペンタフルオロ－２－ブロモプ
ロペンである、５記載の共沸混合物様組成物。
　８．テトラフルオロプロペンが、１，１，１，２－テトラフルオロプロペンである、６
記載の共沸混合物様組成物。
　９．テトラフルオロプロペンが、１，１，１，２－テトラフルオロプロペンである、７
記載の共沸混合物様組成物。
　１０．ＡＳＨＲＡＥ－３４（２００４）の非可燃性スタンダードを満たし、１０又はそ
れ未満のＧＷＰを有する、１記載の共沸混合物様組成物。
　１１．テトラフルオロプロペンが、１，１，１，２－テトラフルオロプロペン、１，１
，１，３－テトラフルオロプロペン、及びこれらの混合物からなる群から選択され、ブロ
モフルオロプロペンが、３，３，１，１，１－ペンタフルオロ－２－ブロモプロペンであ
る、１０記載の共沸混合物様組成物。
　１２．１種又はそれより多い追加の成分を含み、該１種又はそれより多い追加の成分が
、安定剤、金属不動態化剤、腐食防止剤、及び潤滑剤からなる群から選択される、１記載
の共沸混合物様組成物。
　１３．１記載の共沸混合物様組成物を含む作動流体であって、冷媒、発泡剤、噴霧可能
な組成物、滅菌剤、推進剤、火炎抑制剤、及び溶媒からなる群から選択される、前記作動
流体。
　１４．１記載の共沸混合物様組成物を含む冷媒。
　１５．１４記載の冷媒を含む冷却系。
　１６．１４記載の冷媒を冷却すべき物品の近傍で蒸発させることを含む、物品を冷却す
るための方法。
　１７．１４記載の冷媒を加熱すべき物品の近傍で凝縮させることを含む、物品を加熱す
るための方法。
　１８．噴霧すべき材料と、１記載の共沸混合物様組成物を含む推進剤とを含む、噴霧可
能な組成物。
　１９．１記載の共沸混合物様組成物を含む発泡剤。
　２０．１９記載の組成物を含む発泡剤の存在下で発泡可能な組成物を発泡させることに
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より製造された独立気泡フォーム。
　２１．発泡可能な組成物がポリウレタン、ポリイソシアヌレート、ポリスチレン、ポリ
エチレン、及びこれらの混合物を含む、２０記載の独立気泡フォーム。
　２２．１記載の共沸混合物様組成物を含む火炎抑制剤を流体に添加することを含む、流
体の可燃性を低減する方法。
　２３．火炎を１記載の共沸混合物様組成物を含む火炎抑制剤と接触させることを含む、
火炎を抑制する方法。
　２４．滅菌すべき物品を、１記載の共沸混合物様組成物を含む滅菌剤と接触させること
を含む、物品を滅菌する方法。
　２５．１記載の共沸混合物様組成物を含む発泡剤を発泡可能な組成物に添加することを
含む、フォームを形成する方法。
　２６．発泡剤が１記載の共沸混合物様組成物を含む、ポリオールと発泡剤とのプレミッ
クス。
　２７．交換すべき冷媒と潤滑剤とを含有する冷却系を再充填するための方法であって、
次の工程：（ａ）前記系における潤滑剤の実質的な部分を維持しながら、交換すべき冷媒
を冷却系から除去する工程；及び（ｂ）１４記載の冷媒を該冷却系に導入する工程；を含
む、前記方法。
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